Before, With , Under, Even,After…COVID-19
避難生活男女共同参画の視点からみた課題
高知県立大学　神原咲子

　大規模災害時の被害は直接的な人的被害のみならず、環境要因や人的・物的資源不足などによる間接的な要因から多くの被害が発生する。特に過酷な避難生活により、高齢者や障がい者、子どもなど災害時要配慮者を中心に健康への影響が出やすいことが過去の災害より明らかとなっている。一方で、大沢らの2017 年度調査で明らかになったのは、①女性、多様な立場の人の視点の不足、②意志決定の場への女性の参画の難しさ、という問題が改善、解消されていない。という点である。
①について、災害発生後の地域や避難生活においては、外部からの支援や自治体などのフォーマルな支援以前に地域や家庭における制度に基づかない、無報酬の家族同士や地縁のなかでのケア（世話）が重要な役割を果たしている。これは、避難生活のなかで、日常生活の延長として、家庭での育児や介護、健康管理などが継続的に行われる中で、生活の中の困難に対処してきた。これは各地域・家庭といったバックグラウンドによる実施力や価値観により差があるものの、災害関連死や健康被害への影響を軽減するうえでの重要な役割を果たしてきた。女性を中心として無報酬のインフォーマルケアが当たり前のこととして評価されていないことや、多様で断続的な健康の危機によって、自身の健康・生命事態も脅かされて更なる脆弱性を招く危険性をはらんでいることは、継続的な開発目標（SDGｓ）の中にあるように世界的に見ても重要課題となっているところである。
②について、地域の防災活動、特に意思決定に関わる場の中心は男性であることが多く、支援者と受援者の年齢及び性別のバランスにおいても不均衡を生じている。支援者と受援者の年齢及び性別のバランスにおいても不均衡を生じている。　防災活動においては、地域の一人一人の多様な力を生かすことが重要であると認識されているが、人口では半数を占める女性の参画すら、まだ十分と言えない。支援・受援に関わらず女性が当事者として声を上げていくことが、今後の防災・減災に不可欠である。しかし、①で述べたように避難生活のような公的サービスの不足・不備が解消されない環境下における健康に対する危機が、女性のインフォーマルケアに必要なタスクによる時間とストレスを増大させていること自体を可視化し共有することは難しい。そのため当事者である女性自身がこうした状況を当たり前と感じ、そのことに対する重要性や課題などについて声を上げることがないことも、一因となっている。
2020年はコロナ禍において、健康の緊急事態を目の当たりにした。 人々はまちの中で多様な生活をしている。これからは、個人個人とコミュニティにとって何が安心で安全で健康か、どのようにリスクを回避できるか、と考え全く新しい取り組みを共創していくことが必要と言われているが、都市化の進展や少子高齢化、核家族化により、地域の互助が減少し、それもなかなかかなわなくなってきている。一方で、コロナはデジタルトランスフォーメーションを加速させた。情報通信技術の進展によって、新しい、近所を超えた共感できるより広い範囲の人々とつながることができるようにもなってきている。一方で、災害弱者≒情報弱者という課題を災害のたびに目の当たりにしてきたことから、懸念されるのは、情報格差によって人々の健康や安全の格差につながらないかということである。
今後の安心な暮らしのために必要な新たなコミュニティの作り方、ケア、コミュニケーションのあり方が問われている。平時においては、防災に関心がない人に対し、身近なことから行える防災の取り組みを伝えられる人材、また災害時においては、声を上げることが難しいと言われる高齢者や、子ども、障がい者といった災害時要配慮者の声に丁寧によりそい、それを広く発信する人材として、地域の防災の現場での新しい形のリーダーシップによる減災の促進も期待される。

内閣府男女共同参画局「災害対応力を強化する女性の視点」　７つの基本方針
（１）平常時からの男女共同参画の推進が防災・復興の基盤となる
（２）女性は防災・復興の「主体的な担い手」である
（３）災害から受ける影響やニーズの男女の違いに配慮する
（４）男女の人権を尊重して安全・安心を確保する
（５）女性の視点を入れて必要な民間との連携・協働体制を構築する
（６）男女共同参画担当部局・男女共同参画センターの役割を位置付ける
（７）要配慮者への対応においても女性のニーズに配慮する 
内閣府：災害対応を強化する女性の視点
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地域防災計画や避難所運営マニュアル等の作成の見直し、庁内の防災・危機管理担当部局と男女共同参画部局・福祉部局等との連携、地域の防災リーダーの育成等において、女性の視点からの取組を進め、地域の差異が対応力を強化するためのもの

高知県：避難所における要配慮者支援ガイド
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避難所の運営に携わる方が、要配慮者の特性や避難所で の困りごとを理解し、必要に応じて手助けが行えるよう、支援や対応方 法をまとめたもの

まちケア　　　　　　　
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「備える暮らし」を目指した地域情報を提供するアプリ地域の情報を活用して、マイマップ、マイローリングストック 、マイタイムラインなど日頃の備え
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